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自殺総合対策大綱  －第４:
 

自殺を予防するための当面の重点施策－

1. 自殺の実態を明らかにする

(1) 実態解明のための調査の実施

「
 

……社会的要因を含む自殺の原因・背景、自
 殺に至る経過、自殺直前の心理状態等を多

 角的に把握し、自殺予防のための介入ポイン
 ト等を明確化するため、いわゆる『心理学的剖
 検』の手法を用いた遺族等に対する面接調査
 等を継続的に実施する……」



自殺予防総合対策センターにおける心理学的剖検

17年度フィージビリティスタディ
（実現可能性調査）

調査方法の調整

18年度パイロットスタディ

調査方法の再調整

19年度以降の調査
「自殺予防と遺族支援のための

基礎調査」

17年度調査票を修正
全国11の自治体の協力を得た。
28事例の事例群のほか、対照群も収集。
幅広い年齢層（10代～70代）における事

 例を抽出することができた。
調査を契機として、「遺族の集い」が発足

 した自治体もあった。

5事例対象
調査経路や調査時期、面接所要時間等

 に関しての具体的な示唆が得られ、調査

 票の改訂を要する部分が明らかになった。
18年度にはパイロットスタディに進むこと

 ができるとの評価。



「自殺予防と遺族支援のための基礎調査」

自殺予防総合対策センター

 
自殺実態分析室（調査センター）

継続的な遺族ケアと調査面接

自死遺族

各都道府県・政令指定都市

【自殺対策事業】

•住民対象の講演会
•精神保健相談
•遺族相談窓口
•遺族のつどい
•遺族グループの支援

【調査員トレーニング】

【調査拠点: 精神保健

 福祉センター等】

調査員
•精神科医1名
•保健師等1名

【調査支援・技術支援】

データ収集
自殺の実態分析
～各地域の自殺対

 策事業への還元～
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調査に関する広報活動



現在までの調査進捗状況

• 現在までに3日間の調査員研修を3回終了

• 53自治体に計168名の有資格調査員を養成

• 22自治体・44事例の面接票を受領（4月21日時点）

• 連携機関と面接対象者へのアプローチ方法（自治体数）

連携機関 面接対象者へのアプローチ方法



月別の調査面接実施・面接票の到着状況



平成20年度厚生労働科学研究費補助金（こころの健康科学研究事業）「心理学的剖検データ

 
ベースを活用した自殺の原因分析に関する研究」（研究代表者

 

加我牧子）総括・分担研究報

 
告書による（一部改変）

本 調 査 人 口 動 態 統 計

2 0 歳 未 満 対 象 外 5 0 2 ( 1 .6 % )

2 0 代 5 ( 1 4 .3 % ) 3 0 2 6 ( 9 .8 % )

3 0 代 8 ( 2 2 .9 % ) 4 3 9 7 ( 1 4 .3 % )

4 0 代 6 ( 1 7 .1 % ) 4 7 7 6 ( 1 5 .5 % )

5 0 代 7 ( 2 0 .0 % ) 6 5 9 1 ( 2 1 .4 % )

6 0 代 4 ( 1 1 .4 % ) 5 3 5 4 ( 1 7 .4 % )

7 0 代 5 ( 1 4 .3 % ) 3 6 6 7 ( 1 1 .9 % )

8 0 代 0 ( 0 % ) 1 9 2 2 ( 6 .2 % )

9 0 歳 以 上 0 ( 0 % ) 4 2 8 ( 1 .4 % )

不 詳 0 ( 0 % ) 1 6 4 ( 0 .5 % )

計 3 5 3 0 8 2 7

　 年 齢 階 級 別 （ 1 0 歳 階 級 ） で み た 自 殺 者 数 と割 合

35事例における
 

年齢階級別に見た自殺者数と割合



本調査 人口動態統計

北海道・東北 6(17.1%) 4320(14.0%)

関東甲信越 12(34.3%) 11544(37.4%)

中部・近畿 11(31.4%) 7954(25.8%)

中国・四国 3(8.6%) 2922(9.5%)

九州・沖縄 2(5.7%) 3816(12.4%)

外国 0(0%) 5(0.0%)

不詳 0(0%) 266(0.9%)

調査センター 1(2.9%) ―

計 35 30827

表4　地域別でみた自殺者数の割合

地域別に見た自殺者数の割合  
本調査と人口動態統計の比較

平成20年度厚生労働科学研究費補助金（こころの健康科学研究事業）「心理学的剖検データ

 
ベースを活用した自殺の原因分析に関する研究」（研究代表者

 

加我牧子）総括・分担研究報

 
告書による



本調査 人口動態統計

男 27(77.1%) 22007(71.4%)

女 8(22.9%) 8820(28.6%)

計 35 30827

表2　性別でみた自殺者数と割合
性別で見た自殺者数の割合

平成20年度厚生労働科学研究費補助金（こころの健康科学研究事業）「心理学的剖検データ

 
ベースを活用した自殺の原因分析に関する研究」（研究代表者

 

加我牧子）総括・分担研究報

 
告書による



本調査 自殺の概要資料

自営業・家族従事者 7(20.0%) 3278(9.9%)

被雇用者・勤め人 16(45.7%) 9154(27.7%)

無職者 11(31.4%) 18990(57.4%)

学生・生徒等 1(2.9%) 873(2.6%)

不詳 0 798(2.4%)

計 35 33093

表8　死亡時の職業別でみた自殺者数と割合
死亡時職業で見た自殺者属性の比較

平成20年度厚生労働科学研究費補助金（こころの健康科学研究事業）「心理学的剖検データ

 
ベースを活用した自殺の原因分析に関する研究」（研究代表者

 

加我牧子）総括・分担研究報

 
告書による



35事例の主要な精神医学的診断

精神科医による 半構造化面接による

診断あり 31（88.6%） 25（71.4%）

気分障害 23（65.7%） 17（48.6%）

アルコール依存症 7（20.0%） 8（22.9%）

統合失調症 3（8.6%） 2（5.7%）

パーソナリティ障害 2（5.7%） ‐

不安障害 2（5.7%） 2（5.7%）

その他 5（14.3%） 2（5.7%）

複数の精神医学的診断あり 16/31（51.6%） 9/25（36.0%）

診断なし 4（11.4%） 10（28.6%）
平成20年度厚生労働科学研究費補助金（こころの健康科学研究事業）「心理学的剖検データ

 
ベースを活用した自殺の原因分析に関する研究」（研究代表者

 

加我牧子）総括・分担研究報

 
告書による（一部改変）



自殺の危険因子に関する検討

調査項目 n %

自殺時のアルコール使用 7 (20.0%)

自殺関連行動の既往
ならびにその家族歴

自傷・未遂歴 8 (22.9%)

失踪歴 6 (17.1%)

過去1年間の事故 4 (11.4%)

親族の自殺企図歴 18 (51.4%)

社会的問題

転職歴 19 (54.3%)

休職歴（1ヶ月以上の休職の有無） 9 (25.7%)

返済困難な借金経験 7 (20.0%)

医学的問題

過去1年間の精神科受診歴 16 (45.7%)

重症の身体疾患歴 10 (28.6%)

その他の身体症状 22 (62.9%)

睡眠障害 25 (71.4%)

過去1年間のアルコール問題 10 (28.6%)

平成20年度厚生労働科学研究費補助金（こころの健康科学研究事業）「心理学的剖検データ

 
ベースを活用した自殺の原因分析に関する研究」（研究代表者

 

加我牧子）総括・分担研究報

 
告書による（一部改変）



社会的要因に関連した自殺の分析(1)
 （勝又陽太郎他, 精神医学, 印刷中）

• 社会・経済的要因を背景とした自殺、とりわけ負債を
 抱えた3事例の探索的な分析を行い、具体的な支援方

 策の可能性について検討した。
• 3事例とも、精神障害の診断を確定するには至らなか

 ったが、精神保健的問題の存在を疑わせる報告があ
 った（問題飲酒、自傷経験、睡眠障害、父親の飲酒問
 題、失踪の繰り返し）。

• 3事例とも、法律・金融問題の専門家への相談の報告
 はなかった。

• いわゆる「借金自殺」の対策としては、社会経済的な
 支援・介入だけでなく、精神保健的な支援・介入も含め

 た取組が必要と考えられた。



最終年度の計画

• 調査拠点および調査センターにおいて
 引き続き調査に取り組む

–困難要因の分析結果の活用
• 調査実施地域における事例検討会

–地域の実態分析、ならびに遺族支援に関
 する助言

• 症例対照研究
–対照群 (地域・年齢・性別を一致させた生

 存事例) の調査
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